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Abstract: In order to solve important issues and create new value through collaboration and 

co-creation of diverse stakeholders in urban areas, we will develop technologies to understand, 

model, simulate, predict, and manage human behavior and flow and based on this technologies, we 

will build an area management platform. The creation of significant value through the maximum 

utilization of urban area facilities and mechanisms will only be realized once the person who is the 

main body of the urban area is captured by scientific data. We will do POC (proof of concept) of 

this platform development.. 
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1. はじめに 

本報は JST 未来社会創造事業「超スマート社会

の実現」領域の重点公募テーマ「多種・多様なコ

ンポーネントを連携･協調させ、新たなサービス

の創生を可能とするサービスプラットフォーム

の構築」の平成 30年度採択探索研究課題「超ス

マート都市エリアマネジメントプラットフォー

ム」で取り組んでいるプラットフォームのアーキ

テクチャデザインのコンセプトの概要を報告す

るものである。 

本研究技術開発は探索研究段階で、2019 年冬の

本格研究計画書のステージゲート審査評価で採

択になれば５年間の本格研究に移行する。研究成

果の社会実装を目指す POC（概念実証）であり、

横浜市西区横浜みなとみらい２１地区を対象エ

リアとして、エリアマネジメント法人（一社）横

浜みなとみらい２１による運用を目標に取り組

んでいる。その成果を他拠点都市へ展開すること

をねらいとしている。 

本プラットフォームはＧＩＳの３Ｄモデルを

基盤として構築され、ＧＩＳと多様な他分野のデ

ータ・技術とが連携する。 

2. 超スマート都市エリアマネジメントの背景 

2.1 本研究技術開発の概要 

 Society5.0 の都市エリアでの実現に向けて、多

様なステークホルダーの協働・共創による重要課

題解決、新たな価値創出のために、人の振舞いや

人流を把握、モデル化、シミュレーション、予測

する技術を開発し、それを基盤としたプラットフ
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ォームを構築する。図１にその概要を示す。 

2.2 都市エリアマネジメントの大前提：主体は人 

 都市エリアの主体は人である。多様な機能が大

規模に集積したエリアでは、人々が動き、振舞い、

活動することで多大な消費や経済価値が創出さ

れる。エリアのエネルギーやモビリティなどのシ

ステムは人々の活動のために機能し、活動に応じ

て需要がある。安全・安心を確保する対象も人々

が第一である。都市エリアが備えるべき要件の主

は人であり、都市エリアが生み出す消費や経済価

値の源は人々の振舞い、活動（アクティビティ）

である。 

2.3 科学的にとらえられてこなかった都市エリ

アの人 

 都市エリアの主体が人であるにもかかわらず、

これまで人は十分には定量的なデータで科学的

にとらえられてこなかった。都市デザイン分野で

は観察によって、公共空間などでの人の振舞いや

行動を記録し分析することが長年行われてきて

いるが、誰もが比較・分析などに活用可能な客観

的、定量的データの蓄積が十分とは言えない。 

2.4 主体である人のモデル化に基づく適切なマネ

ジメント技術 

 近年の情報技術の発展で、人のセンシング技術

が高度化し、安価になってきたことから、センサ

ーで人の位置を把握することは可能になってき

た。本研究技術開発は、都市の主体である人に着

目し、人のセンシング、モデル化、シミュレーシ

ョン、予測、適切なマネジメントという一連のサ

イクルの技術開発を、人の感性もふまえて行い、

それを基盤技術としたさまざまな価値創出を実

現する都市エリアマネジメントをめざしている。 

2.5 人がとらえられて初めて実現する都市エリ

アの施設や仕組みの最大活用による大幅な価値

創出 

 都市エリアの建物、それを支えるエネルギー、

モビリティなどのシステムは、人がとらえられる

ことで初めて、ユーザーの視点、志向や特性をふ
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まえた最大限の有効利用による価値創出が可能

となる。ユーザーである人のアクティビティとそ

れを支える施設やシステムの双方を適切にマネ

ジメントすることで、都市エリアにおいて最大価

値を引き出すことが可能になる。 

3. 都市エリアのストックを活かすマネジメント

の時代、特にオープンイノベーションへの期待 

3.1 都市エリアはこれまでの「つくる」から「育

てる」マネジメントの時代へ 

 都市エリアは「育てる」マネジメントの時代を

迎えている。建物がほぼ建ち上がった後は建物を

最大限に活かした価値創出が重要となる。そのた

めには建物間の公共空間、ストリートでのアクテ

ィビティを高め、建物の機能を連携することによ

って更なる価値創出が期待される。そうなるとス

トリートでの人の動きや振舞いを把握し、適切に

誘導して賑わいを創出することなどが重要とな

り、そのための技術や手法開発が求められる。 

3.2 都市エリアで特に求められるイノベーショ

ン創出 

都市機能が高度に集積したエリアでは、異なる

立場、分野の人々が、質の高い多様な機能を備え

た空間でにぎわい、交流し、多様な刺激を受ける

中でイノベーションを生み出す、オープンイノベ

ーションが期待されてい

る。一挙にイノベーシ

ョンを実現することは

むずしいが、都市エリ

アがそうした機能を備

えるために一歩ずつ方

向性を持って機能を高

めていく必要がある。

そのためには屋内・屋

外ともに人の満足度の

高い、創発的な刺激を

受ける、また人同士の

交流を促進する空間の

あり方、人の行動や振舞

い、主観的な評価などに関する科学的データを蓄

積、分析することが必要である。 

4. フィールドみなとみらい２１地区への適用 

4.1 みなとみらい２１地区の現況 

本研究技術開発のフィールドの横浜みなとみ

らい２１（1983 年事業着工）について、横浜市は

事業開始後30年を経過したことから2013年に事

業見直しの審議を開始し 2015 年にあらたなまち

づくりプランとして「みなとみらい２０５０アク

ションプラン」を策定した。そこではスマートな

まちづくりに向けた３つの都市像と４つの分野

別取組方針にまとめられた（図２参照）。 

みなとみらい２１地区は 2020 年代には開発の

最終段階となり、建物の建設が完了し「つくる」

から「育てる」マネジメントへ大きく転換する時

代に入る。 

4.2 本研究のフィールドへのアプローチ 

本研究技術開発の 2020-2022 年の３年間は、屋

内・屋外のストリートを軸とする２つの先行モデ

ルゾーン（クィーン軸（屋内）・グランモール軸

（屋外））を設定し、超スマートエリアマネジメ

ントプラットフォームの基盤モデルを構築し、モ

デルゾーンの屋内モールと屋外公園広場で人流

長期間継続計測を基に詳細な人アクティビテ
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ィ・マネジメントの実証研究を実施する計画であ

る。 

 クィーン軸では施設所有者（横浜市ほか）とモ

ールの人流データを基に隣接施設ステークホル

ダーを交え経済・マーケティングの研究者がリニ

ューアルを視野に新たなサービスの可能性につ

いて検討する。 

グランモール軸ゾーンでは広場の管理者であ

る横浜市、隣接施設ステークホルダーと異分野研

究者が協働で、公園広場の人流・温熱観測データ

の分析を基にアクティビティ・グリーンを融合し

た広場と周辺ゾーンの価値を高める方法につい

て検討する。 

 2023-2024 年には、その研究成果を現在計画・

建設中のキング軸ゾーン・みなとみらい大通りゾ

ーンに適用する研究展開を考えている（図３参

照）。 

本格研究は公民学の多数メンバーが関わるの

で、プロジェクトは目標指標（KGI）と管理指標

（KPI）を共有して進捗を管理する。特に経済波

及効果や来街者数の指標については専門研究者

と現場ステークホルダーが手法等について協議

して進める。 

また研究プロジェクトに参加するステークホ

ルダーへの実用実装を想定しているので、制度や

体制、事業成立性などの検討を経済・経営の分野

の研究者と実施して、本格研究に求められている

社会実装シナリオを固めていく予定である。 

5. おわりに 

本研究プロジェクトは産公学民の多岐にわた

る関係者の協働・共創が欠かせない。したがって、

初期段階から情報共有・分析協議・意思決定のた

めのプラットフォームづくりが求められる。プロ

ジェクトの進捗とともに実証研究の実行管理・モ

ニタリング評価なども加わるのでプラットフォ

ームが重要で、第一段階は基盤となるプラットフ

ォームづくりから始める予定である。現在の探索

研究段階ではそのプラットフォームの基本設計

図となるアーキテクチャデザインを進めている。 
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